




１．重要な会計方針

（1） 平成19年度から公益法人会計基準（平成16年10月14日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ）を採用している。

（2）　有価証券の評価基準及び評価方法

（3）　固定資産の減価償却の方法

（4）　引当金の計上

 支払準備金・・・・・・

　

（5）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

４．担保に供している資産

合　　　計 2,979,800,000 (0) (2,979,800,000) (2,970,300,000)

 なし

特定資産 9,500,000 (0) (9,500,000) (0)

大規模災害支援積立資産 80,000,000 (0) (80,000,000) (80,000,000)

消防団員等福祉増進事業積立資産 600,000,000 (0) (600,000,000) (600,000,000)

特定資産

支払準備金引当資産 2,290,300,000 (0) (2,290,300,000) (2,290,300,000)

合　　　計 4,364,300,000 280,000,000 1,664,500,000 2,979,800,000

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産 9,500,000 0 0 9,500,000

大規模災害支援積立資産 80,000,000 0 0 80,000,000

消防団員等福祉増進事業積立資産 600,000,000 0 0 600,000,000

特定資産

支払準備金引当資産 3,674,800,000 280,000,000 1,664,500,000 2,290,300,000

　名分の支払に充てた。 　　　　　　　

　　　なお、今後の大きな災害の発生に備えて、東日本大震災以外の経費の収支差　　　　　　　　　　　　

　額 280,000千円を支払準備金に積み戻すこととした。　　　　　

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

財務諸表に対する注記

 公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採用している。

 定額法により固定資産の帳簿価額を直接減額している。

 今年度は平成23年3月11日に発生した東日本大震災により198名の加入者が

  殉職したことから、弔慰金等の支払のため23年度事業の一部縮小により財源を捻出　　　　　　

  し、不足する1,664,500千円は支払準備金を取り崩すことで今年度請求のあった173　　　　　　　　　　　　



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

合　　　　　計 10,007,851 2,645,756 7,362,095

 なし

 なし

電話加入権 223,800 223,800

敷金 182,000 182,000

什器備品 2,288,276 771,404 1,516,872

ソフトウェア 566,475 84,971 481,504

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

構築物 6,747,300 1,789,381 4,957,919


